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1.　はじめに
本論文の目的は、「グローバリゼーションと貧困」の視点から国際経済学・開発経済学における既存の議論を整理することである。ここではまず、「グローバリゼーション」と「貧困」それぞれの概念の定義を行っておこう。

まず、「グローバリゼーション」とは、世界の様々な国々の間での貿易・直接投資・間接投資・労働移動・情報の交換などにおける諸取引が世界全体として深化する状況を指していると定義することができる。これをある1国家の視点から捉えると、その国家の経済規模に対して　(1)　財・サービスの貿易（輸出・輸入）の比率が高まること、あるいは　(2)　国際的な資本移動（資本流入・資本流出）の比率が高まること、として定義することが出来る。例えば、ＷＴＯ加盟を通じた貿易自由化・ＩＭＦ加盟による資本自由化など世界的な制度の基準化を通じたグローバル化の進展はそれぞれ財・サービス貿易の増大、国際資本移動の増大として捉えることが出来ると考えられるわけである。

　一方、ある国家における貧困とは、その国家の所得分布関数を前提として、(1)1次モーメントである平均所得が他の国家に比較して低い状態にあること、(2)貧困人口比率・貧困ギャップ市場・ジニ係数など2次以上のモーメントに基づいた指標、あるいは「慢性的貧困指標」「一時的貧困指標」など通時的な所得分布関数変化としての動学的な貧困指標のパフォーマンスが他の国家に比較して悪い状況である。

 やや単純に一般化してして言えば、グローバリゼーションはマクロ的な分析の対象となる概念であり、一方貧困は家計個票データなどを用いたミクロ的な分析対象となる概念である。そのため、両者の関連を分析することは容易ではない。しかしながら、以上の組み合わせから、既存研究は表1の4つのタイプに分類することが出来よう。以下においてはこれら4つのタイプの研究についてまとめることにしよう。

表1

グローバリゼーションと貧困の関係についての既存研究の分類

	
	
	グローバリゼーション



	
	
	財・サービスの貿易


	国際資本移動

	貧困
	平均所得


	タイプＡ

貿易と経済成長


	タイプＢ

ポートフォリオ投資・

直接投資と経済成長



	
	貧困人口比率・

ジニ係数・

動学的貧困指標


	タイプＣ

貿易と貧困


	タイプＤ

通貨危機の

社会的インパクト




2.　タイプＡの研究：　国際貿易と経済成長

　国際貿易が経済成長に与える正の効果については、すでにLittle, Scott and Scitovsky (1970), Corden (1971), Balassa (1971), Bhagwati and Krueger (1973)らの先駆的な研究を通じて、実証的な支持が得らている。さらに、最近のいわゆる「成長回帰分析（Growth Regression）」の文脈においては、Revine and Renelt (1992) の研究のように対外経済開放度と経済成長の間に頑健な関係が見られないとする分析結果もあるが、Harrison (1996)がサーベイしているように既存研究は概して経済開放度あるいは貿易の比重と経済成長の間の正の関係を支持している。とりわけ、両者の関係を裏付ける明確なデータとしてJones（1997）のFig 1.4や図1がある。

図1 長期経済成長率と経済開放度長期成長率との関係
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　出所）筆者作成

　データ出所）Penn World Table Mark 6（http://pwt.econ.upenn.edu/）

　初期の研究は、典型的には貿易の歪を計測する指標である実効保護率 (Effective Rate of Protection; ERP) や国内資源コスト (Domestic Resource Cost; DRC) の概念を用いて「歪み」の少ない自由主義的な貿易政策をとった国家、とりわけ東アジアの新興工業国家群の方が経済成長のパフォーマンスが良いことを示している。実効保護率とは、各産業に対する保護率を付加価値ベースで捉える概念であるが、その一例は表2で与えられている。
この表2から、実効保護率と経済発展パフォーマンスとの間には負の相関関係があり、保護主義的な貿易政策が多大なコストを持っていることが示唆される。
表2　製造業における実効保護率（ERP）の平均値と経済成長率

	国（計測時点）
	
	ERP
	労働者一人当たり

経済成長率

（1960-98年平均）

	
	
	
	（％）

	シンガポール (1967)
	
	0
	5.27

	韓国 (1978)
	
	5
	5.93

	ブラジル (1980-81)
	
	23
	2.29

	フィリピン (1980)
	
	44
	1.58

	コロンビア (1979)
	
	55
	2.03

	ナイジェリア (1980)
	
	82
	1.51

	チリ (1967)

	
	217
	1.01


出所）筆者作成

データ出所）ERPはWorld Bank (1987); 労働者一人当たり経済成長率は、Penn World Table Mark 6（http://pwt.econ.upenn.edu/）

要するに東アジアの諸国家は、貿易を通じて工業化が起こり得ることを示したとされたのである。「ラーナーの対称性定理」
によれば、輸入代替工業化政策による輸入部門の保護は、輸出部門の抑圧を意味する。輸入代替工業化の否定はさらに輸入に対してバイアスのかかった保護政策を中立的にしようとする政策、すなわち輸出部門と輸入部門に対する実効保護率を同等にしようとする「誘因中立的政策 (Neutral Incentive Policy)」としての輸出志向型工業化政策の提示に帰着した [Woo (1990), James, Naya and Meier (1988), World Bank (1991)]。

理論的背景としての内生的経済成長論
　

新古典派経済成長モデルの最も大きな問題点は、定常状態の長期的な経済成長率が、外生変数の和 （技術進歩率＋人口成長率）となるということである。このことは、経済成長率の決定要因を明らかにするモデルとしてSolowモデルが極めて不完全であることを意味している。このような問題点を克服するために、人口成長率や技術進歩率のミクロ的基礎付けを行い、その内生的決定要因を探る研究は、「内生的経済成長理論 (endogenous growth theory)」ないし「新しい経済成長理論 (new growth theory)」と呼ばれ、1980年代後半から90年代にかけて目覚しい進展を見せた。とりわけ、「技術進歩率を内生化する研究」としての内生的経済成長理論の研究が進んだが、そのような議論には、2つのタイプがある。

まず、第１のタイプは、パラメトリックな最大化のモデルと呼ばれるものであり、(人的)資本にマーシャル的（技術的）外部性が存在し、そのために（人的）資本はその限界生産性が逓減しない「コア資本」となり、それが長期経済成長の源泉になるとするものである [Barro (1990); Lucas(1988); Romer (1986)] 。しかしながら、このようなマーシャル的（技術的）外部性による技術進歩の内生化は、新古典派的な枠組みに外部性のパラメタを新たに導入しただけのものであり、技術進歩を適切に内生化しているとはいえない。他方、第2のタイプのモデルは、経済成長の源泉である技術進歩が、企業の利潤最大化行動から生み出されると考えており、より明示的に技術進歩のミクロ的基礎付けを行っている[Romer (1990); Grossman and Helpman (1991a)]。

人的資本と技術進歩との関連を考えた場合、発展途上国にとって重要なのは、R&D投資を推進するという人的資本の役割ではなく、経済成長の源泉となる、技術を輸入する際の受容能力としての役割であろう [大川・小浜 (1993); Kang and Sawada (1997)]。従って、このような国際的技術波及の必要条件として、対外的な経済の開放戦略を考える必要がある。国際貿易の利益について、Grossman and Helpman (1991b) のモデルは、貿易の自由化が2つの効果、すなわち第1に、貿易の拡大による商業的な接触を通じて知識が国内へ波及する効果、第2には、海外から国内への知識の波及が国内知識ストックの水準を高め国内における中間財の開発が促進されること、を通じて経済成長率を高めるということをミクロ経済学的な基礎づけのもとで明確に分析している。さらに、Lucas (1993) は、この第2の効果に関連して、国際貿易が国内の学習効果を誘発する点が重要であるとしている。これらのモデルは、貿易の自由化あるいは対外開放的な貿易政策が経済成長率を高めるという議論の厳密な理論的根拠を与えるものであり、輸出志向工業化政策の利益は、このような知識の波及とインセンティブ付与という文脈で理解されるべきかもしれない。Edwards (1992) は同様のアイデアに基づいた理論的結論が実証的に支持されることを示している。この点に関して、Kang and Sawada (1997)は、人的資本投資と外向きの開発戦略が経済成長率にとって補完性を持っていることを示しながらも、拡張的政策を採用する政府はこの補完性を補助する誘因がないであろうことを論証している。

政府の役割

以上のような、初期における「貿易と成長の正の相関関係」についての見方は「政策によって誘発された歪み (policy-induced distortion)」を取り除き、「価格を適正にする（getting prices right）」ことが社会にとって望ましいという立場に立っているといえる。
そしてその根底には新古典派経済学の「厚生経済学の基本定理」があり、経済が合理的主体から構成されており、マーケットメカニズムに全てをゆだねることによって社会にとってはもっとも好ましい状況、すなわちパレートの意味で最適な状況が達成されるとの基本思想が共有されているといってよい。この点に関連する研究として、Romer (1994)　は経済における財の数が不変という既存の経済学が根ざす特殊な仮定を緩めることにより、保護貿易政策の動学的な負の厚生効果が関税率の2倍ほどになるとしている。伝統的なHarbergerの三角形の議論によれば静学的な負の厚生効果は高々関税率の2乗であるから、実際には保護貿易のコストは非常に高いといえるのかもしれない。

  一方、1980年代終盤になると、程度の差はあるものの実務面においても市場の失敗の存在が認識され、政府の役割が評価されるようになった。例えば、World Bank (1991) は約100カ国の40年間にわたる開発の経験を分析研究した上で、途上国の経済開発の鍵は、国家の政策と市場機能を適正に組み合わせ生産性を高める「マーケット・フレンドリーアプローチ（市場機能補完型戦略）」であるとした。また、世界銀行の研究報告書である「東アジアの奇跡」は、市場機能補完型戦略からさらに踏み込んで政府の役割を論じている [World Bank (1993)]。そこでは、東アジアにおける高い経済成長を遂げた国家・経済（High-Perfoming Asian Economies; HPAEs）
においては、経済成長を達成するために必要な蓄積・効率的な資源配分・生産性の向上という3つの機能が政策介入を通じて達成されたとする「機能的アプローチ」が提唱されている。機能的アプローチにおいては、基礎的政策と選択的政策介入という2つの政策の役割が重要となる。前者は、人的資本への投資、安定的な金融制度、価格の歪みの是正、対外的な経済開放などを促進する政策介入であり、後者は政策金融の提供、選択的な産業振興、製造業製品輸出を促進するための貿易政策などが含まれている。World Bank (1993)は、東アジアの諸国において、これらの政策介入が経済成長のための3機能を達成させることに寄与したと評価している。

これらの政策研究が行われると同時に、東アジア諸国の経済発展に特有の市場と政府の役割を理解するためのさまざまな経済モデルの開発が促進された。Aoki (1988) Aoki, Kim, and Okuno-Fujiwara (1996)らの比較制度分析（Comparative Institutional Analysis） に基づいた一連の研究は、しばしば「特殊」とされる日本や東アジアの経済発展の経験が、首尾一貫した論理によって記述できるものであることを明確に示しており、重要である。また、Krugman (1987)は、国際競争力の育成に合わせて幼稚産業保護の対象を徐々に変えてゆくという narrow moving band型の産業政策を日本が行ったことをモデルにしている。そしてその様な政策によって、比較優位構造を国が戦略的に変化させることが出来るとしている。Lucas (1993)は、経済成長にとって重要なのは、人的資本の蓄積であるとして、その蓄積経路として学校教育・研究機関での知識の蓄積・生産活動を通じた学習・貿易を挙げている。そして、東アジアの成功は、対外的な開放政策と輸出を通じて国内生産の学習効果が確保されたためであるとしている。これらの研究の立場に立てば、発展途上国は「戦略的に」グローバル化することで経済発展を遂げることができるということになる。

正の相関関係への反論1: 経済成長は貧困の指標として望ましいか？

経済発展とは「国民の厚生水準の向上」として定義されるべきものである。この点について、興味深いことに1人当たり所得水準の上昇と厚生水準の向上が一致しない「窮乏化成長」のケースの存在が知られている。「窮乏化成長の理論」の先駆けとなった Bhagwati (1958) のモデルは「豊作貧乏」のメカニズムを2国貿易モデルによって厳密に記述したものであり、経済成長を通じて交易条件が大幅に悪化し、厚生水準が低下してしまうケースを示した。このような現象は、とりわけ1次産品交易条件の長期的悪化命題（プレビッシュ=シンガー命題）と整合的であり、「輸出ペシミズム」の理論的根拠として1960年代には国際的な政策論争の場においても影響力を持っていた。その後、Johnson (1967)により相対価格が変化しない小国のケースにおいてさえも「窮乏化成長」が起こることが明らかにされた。結局、関税などによって経済に大きな「歪み(distortion)」があるときには、成長による厚生上昇の効果が歪みによる厚生減少の効果によって相殺され、「窮乏化成長」が生じることが明らかにされている [Bhagwati, Panagariya, and Srinivasan (1998),　pp.369-380]。このような考え方は、経済成長の便益を著しく損なってしまう「歪みの除去」を正当化するものといえるが、現在では「窮乏化成長」は現実的な問題ではなく、むしろ新古典派国際貿易論の理論的問題にしか過ぎないとみなされている [Krugman and Obstfeld (2000), pp. 101-102]。Sawada (2001)は、顕示選好の理論を用いて世界各国の第二次世界大戦後における厚生水準変化を計測し、その計測結果と1人当たりGDP成長率のデータを組み合わせることによって経済成長と厚生水準の低下が同時進行する「窮乏化成長」のケースを識別している。この分析は、Afghanistan (1970-75), Nepal (1975-80), Netherlands (1980-85), Portugal (1980-85), Fiji (1975-80), and Papua New Guinea (1985-88) での窮乏化成長の存在を示している。しかしながら、「窮乏化成長」を純粋な統計的現象と仮定すると、それが起こる確率は5%にも満たなかったという結果を得ている。 

正の相関関係への反論2 
1950年代から60年代にかけては、1次産品の低所得弾力性に基づく1次産品交易条件の長期的悪化という「プレッビシュ・シンガー命題」に代表されるような、発展途上国における「輸出ペシミズム」の議論が国際連合ラテンアメリカ委員会（ECLA）を中心として幅広い影響力を持っていた。
また、Myrdal (1956)は、世界人口の大部分を占める低所得国においては、1次産品の低所得弾力性に加えて社会的流動性・人的資本が欠如しており、機会的な不均等による生産要素の低生産性のために、貿易を行うことによってさらに貧しくなると主張した。その一方で、高所得国は貿易によって更なる発展を遂げるために国際的な所得の不均等がますます増大するという「累積的因果関係 (circular and cumulative causation)」の考えによって新古典派貿易理論の要素価格均等化定理を批判したのである。

しかしながら、興味深いことに Krugman (1981) のモデルは、収穫逓増の技術が存在する2部門・2国モデルにおいて不均等発展のパターンと要素価格均等化定理が並存し得ることを厳密に示している。さらにDutt (1992) は、1757年から1947年にかけてのイギリスによるインド統治が発展の初期水準が必ずしも低くなかったインドの衰退をもたらしたことを、Krugman (1981) モデルがうまく説明するとしている。いずれにせよ、Krugman(1981)とDutt（1992)の研究は、国際貿易が不均等発展をもたらすとの結論を得ており、単純な「貿易と成長の正の相関関係」を支持する議論とは異なる見解に立っていると言うことができる。
　「輸出ペシミズム」のもと、1950・60年代においては貿易の利益の存在が途上国においては希薄であるとする考え方が有力となった。そのような考え方の影響もあり、1950年代の「開発経済学」が提示する現実の開発戦略は、政府の保護貿易と産業育成政策・工業化政策を組み合わせた「輸入代替工業化」による積極的な経済政策の提案に収束することとなった。一方、プレビッシュ=シンガー命題のように本質的な世界市場の制約を重視する「輸出ペシミズム」に対して、世界市場が存在するにもかかわらず保護主義によって市場が縮小されることによる輸出悲観主義は「新しい輸出ペシミズム」と呼ばれている。新しい輸出ペシミズムの考え方に従って東アジア型発展モデル・輸出志向工業化政策の一般性を否定した研究としてCline (1982) がある。
2つの世界観
伝統的な開発経済学と新古典派の経済開発論との対比からも示唆されることであるが、経済発展に対する見解は論者によって多様であり、しばしば対立する。そのような多様な議論を整理するための分類方法として、Hirschman (1981) ・高山 (1985)がある。彼らは、貿易を通じた国際的な相互利益をとらえる基準と統一的な理論的枠組みで異なる経済発展の現象が説明されるかどうかという2つの基準に照らすことにより開発の経済学を四つに分類している。
表3 ハーシュマン・高山による開発の経済学の分類

	
	
	統一的な理論枠組みを受容するか？



	
	
	YES


	NO

	国際的な相互利益を受容するか？
	YES


	(グループ1)　

主流派経済学


	(グループ3)　

開発経済学？

	
	NO
	マルクス経済学？
	(グループ2)

従属論・

世界システム論


　表3において、(グループ1)の主流派経済学とは経済主体の単一の行動原理を仮定し、市場を通じた国内的・国際的な予定調和が成立する、あるいは厚生経済学の基本定理が成り立つと考える新古典派理論のことである。一方、中心地域（先進国）による周辺地域（発展途上国）の搾取・不等価交換のプロセスの可能性を重視し、国際的な相互利益をより急進的な立場から否定したのがプレビッシュ=シンガー命題を契機として隆盛を見た、(グループ2)の従属論や世界システム論であった。(グループ3)の開発経済学は外部経済や規模の経済が存在するために、あるいは伝統部門における非経済合理性を仮定するために新古典派的な一般的経済合理性を受容しない考え方である。しかしながら、初期の開発経済学は対外的な輸出を通じた発展の可能性については否定的であり、それ故に輸入代替工業化を提唱した。従って、Hirschman (1981)・高山 (1985)の分類はこの点で正確ではなく、開発経済学はむしろ(グループ2)のアプローチと同様に分類されるべきであると言える。

「単一均衡・負のフィードバック」と「複数均衡・正のフィードバック」

  表2の区分の中で最も重要であるのは、以下に述べるような経済学における2つの異なる世界観について区分であり、新古典派による反革命と、それに対する反反革命とは、根本的にはこれら2つ世界観の相克として捉えることができる。まず、第1の世界観は、開発理論の反革命における理論的主柱となった新古典派経済学であり、表2では (グループ1) に分類されているものである。新古典派経済学は、完全競争・一次同次のモデルにおける理論的帰結である厚生経済学の基本定理、すなわち「任意の市場均衡はパレート最適を達成する」という定理によってまとめることが出来る。このような考え方は、「単一均衡」「負のフィードバック機構 (negative feedbacks)」によって特徴付けられ、経済は初期条件の如何にかかわらず市場メカニズムを通じて社会にとって最も望ましい均衡状態に収束する。経済の技術的条件や環境条件が国によらず同一であったとすれば、すべての国の発展パターンは同一であり、かつ国際的な相互利益が存在するということになる。

一方、第2の世界観は「正のフィードバック機構 (positive feedbacks)」を基本にしており[Arthur (1990)]、パレートの意味でランク付けされた「複数の均衡 (multiple equilibria)」によって特徴づけられる世界観であり、表2の (グループ2) である従属論や世界システム論に加えて (グループ3) の開発経済学の考え方に対応している。このような考え方においては、｢正のフィードバック機構｣を通じて増幅される初期条件、すなわち「歴史 (history)」が長期的な均衡の選択に対し決定的な重要性を持つことになる。このことを David (1985) は歴史的経路依存性 (path dependence) と呼んでいる。例えば、QWERTY型キーボート配列は、必ずしも効率的でないシステムがこのような「累積的因果関係 (circular and cumulative causation)」を通じて増幅・固定化（Lock-in）されることを示す典型例である。これは、初期条件の如何にかかわらず望ましい資源配分が達成されるという新古典派の考え方と根本的に異なる世界観を意味している [Krugman (1994a), Chapter 9]。

  さらに、「正のフィードバック機構」の世界観においては、複数ある均衡の選択において、以上述べてきたような「歴史」の役割のみならず、「期待(expectation)」の役割も重視されている [Krugman (1991a); Matsuyama (1991)]。均衡選択における「期待」の役割は、複数均衡のうち、「良い均衡」が最終的な均衡になるという期待を経済主体が持ち、その期待にしたがって行動すると実際に良い均衡が実現するという「期待の自己成就 (self-fulfilling expectation) 」のメカニズムを通じて果たされる。このようにして、第2の世界観においては、初期値設定政策としての戦略的貿易政策・産業政策によって歴史を変化させることや経済計画策定を通じたインディカティブ・プランニング (indicative planning) 
の導入によって民間の期待を調整することが長期的な均衡状態を変化させる得ることになり、政策介入が正当化され得る。より一般的にいうと、これらのモデルはアロー・ドブルーモデルの想定する技術や市場に関する前提条件が成立せず厚生経済学の基本定理が成立しない「市場の失敗」のケースに相当している。
3. タイプBの研究: 国際資金移動と経済成長

  ここでは、タイプBである、国際資本移動、すなわちポートフォリオ投資・直接投資と経済成長の関係に関する既存研究について見てみることにしよう。国際資本移動と経済成長の関係については、World Bank (1991) やHarrison (1996)が確認しているように、外国為替のブラックマーケットプレミアムと経済成長率との間には負の相関関係がみられる。ブラックマーケットプレミアムは、国際的な資本移動に対する規制の強さを示す代理変数とみなすことができるから、国際資本移動の自由度と経済成長率との間には正の相関関係があるということになる。しかしながら、1997年に勃発した「アジア通貨危機」以降、ポートフォリオ投資と経済成長率との関係については、ややネガティブな見解が広く見られる[高木・横川・渋谷・宮尾・澤田（2002）]。

　1980年代後半から1997年にかけて、国際的な資本移動自由化の進展を背景として東アジア諸国には極めて多額の資本が流入した。例えば、タイにおいては、1993年に設立されたオフショア市場（いわゆるBIBF）を通じて多額の短期資本が流入した。東アジア諸国への資本流入の理由としては、先進国における低金利と景気後退、これら諸国における良好な経済パフォーマンスと拡大した投資機会、事実上のドルペッグ制のもとで為替リスクが有意に低下したこと、資本流入に伴う外貨準備増加を相殺するための不胎化政策による国内金利の上昇、などが挙げられている。1988年から1995年までの累計で見ると、資本流入の対ＧＤＰ比は、タイ、マレーシアで50％程度、韓国、インドネシアで10％程度に達し、資本流入が経常収支の赤字額を上回っていたため、これらの国では、外貨準備が増加した。

　東アジアでは、1997年後半、何らかの理由で市場の期待が変化したとき、それまでの多額の資本流入は止まり、大量の資本が流出し始めた。1996年から1997年にかけて、これら諸国における資本の流入から流出への逆転額は約１千億ドルにのぼり、危機前のＧＤＰの10％程度に相当した。こうして、外貨準備は渇し、それまで比較的安定的に推移していた米ドル為替レートは急落したのである。通貨危機のため、タイ、インドネシア、韓国は、1997年の夏から秋にかけ、国際通貨基金（ＩＭＦ）からの支援を求め、マレーシアは、翌年秋、一時的な資本流出規制を課すことを余儀なくされた。

　これら諸国は深刻な経済後退を経験した。下表4は通貨危機に陥った諸国家において、一人当たりの経済成長率が大幅に低下したことを示している。仮に、これらの国において短期資本の流入に対する厳密な規制が行われていたとすれば、急激な資本流出と経済成長率の低下は起こらなかったはずである。従って、国際的なポートフォリオ資本移動の自由化は経済成長率が低下する確率を有意に上昇させるということができる。

表4

アジア通貨危機下における経済成長率

	
	年平均一人あたりGDP成長率



	
	1990-96


	1998

	韓国
	6.3
	-6.6

	タイ
	7.0
	-10.8

	インドネシア
	5.7
	-14.4

	マレーシア
	7.0


	-9.3




（データ）世界銀行

　この点について、Krugman and Obstfeld (2000, 108-109)は、1997年と98年の間に危機に直面したアジア諸国において、資本流出による直接的な負の影響に加えて交易条件の低下による厚生水準の低下という「トランスファー問題」が生じていたとしている。

　一方、直接投資と経済成長の間の関係については、Borenzstein, De Gregorio, and Lee (1998) が実証的に示したように、正の相関関係があるとする研究が多い。とりわけ、そのような関係を生み出すメカニズムとして、直接投資の技術伝播効果があげられており、受入国側の人的資本水準が高く技術受容能力が高いことが重要であるとされている。

　次に、国際資本移動、とりわけ直接投資と経済成長の関係を、理論的にどのようにして捉えることができるのかを見てみよう。

理論的枠組み： 国際資本移動を通じた中心・周辺パターンの形成

  前出のとおり、「正のフィードバック」の世界観の最も重要な理論的結論は、合理的な経済主体の行動が市場の調整メカニズムを通じて「中心・周辺パターン (Core-periphery pattern) 」を生むということである。従って、国際資本の自由化は、世界の分極化をもたらすであろうということになる。1950年代の開発経済学においては、中心・周辺パターンが生ずるのは、Myrdal (1957) の言う「逆流効果（Backwash　Effects）」ないHirschman (1958) の言う「分極効果（Polarization　Effects）」がそれぞれ「波及効果（Spread　Effects）」と「滴下効果（Tricke-down　Effects）」を上回るからである、とされてきた（表5）。そして、Myrdal (1956, 1957) はこのようなパターン形成が自己強化するメカニズムを通じて低開発地域が更なる貧困化の道をたどるプロセスを「累積的因果関係 (circular and cumulative causation)」と呼んだ。 

表5 中心・周辺パターンを生む2つの効果

	
	中心・周辺パターンの強化要素


	中心・周辺パターンの弱化要素

	Myrdal (1957)


	逆流効果（Backwash　Effects）
	波及効果（Spread　Effects）

	Hirschman (1958)


	分極効果（Polarization　Effects）
	滴下効果（Tricke-down　Effects）

	Krugman (1991)


	求心力 (Centripetal Forces)
	遠心力 (Centrifugal Forces)


 この様な議論をフォーマルに行っている研究として、Krugman (1981) の不均等的発展のモデル、Krugman (1991b) の中心・周辺モデル、Krugman  (1991a) やMatsuyama (1991) の歴史と期待のモデル, Ciccone and Matsuyma (1994) の経済発展における始動コストのモデル、Fafchamps (1997) の、工業化コアの国際的移動のモデルなどがあげられる。また、Matsuyama (1995) は、「累積的因果関係 (circular and cumulative causation)」を通じて国際貿易が不均等な経済発展の理由となりうるという Myrdal (1957) 考え方を一般均衡の枠組みの中で定式化している。さらに、Krugman (1991a)、Fujita, Krugman, and Venables (1999) は、空間的な中心・周辺パターンの形成が空間上の経済活動の中心的分析課題であると考え、「経済活動の集積がなぜ、どこに起こるのか」を一般均衡理論の枠組みで分析し、「新しい開発経済学」と密接なつながりを持つ「新しい空間経済学 (spatial economics)」と呼ばれる新しい分野を切り開いた（補論）。これらの研究成果を踏まえながら、大塚・園部（2001）は、さらに空間的な集積の形成という視点から、経済発展が内生的に生み出されるプロセスを理論的のみならず実証的にも分析しており、極めて興味深い。

ここでは、経済発展を空間的な経済活動の集積とみなし、「集積がなぜ起こるのか」という問題と「集積がどこに起こるのか」という問題に答えることによって「新しい開発経済学」における中心・周辺パターン形成の考え方の概説を行うことにしよう。Krugman (1991b) が言うように、「経済活動の集積がなぜ起こるのか」そして中心・周辺パターンがなぜ生ずるのかは、空間的な遠心力 (centrifugal forces) をうわまわる求心力 (centripetal forces) の存在によって説明することが出来る（表5）。ここでいう遠心力には、混雑効果、地価上昇、地理的に分散した形で分布している自然資源やインフラストラクチャーの整備などによる低い輸送費用などが含まれる。一方、求心力には、市場の規模が大きいこと、高い輸送費用の存在、厚い労働市場や中間財生産企業群の存在、「マーシャル的（技術的）外部性」と呼ばれる知識や情報などの波及を通じた外部性を挙げることが出来る。これらの求心力は、集積するほど企業や産業レベルでの平均費用が低下するという「集積の利益」に基づいている。

経済活動の中心がどこになるのか？

さて、次の問題として、「中心がどこに決まるのか」、すなわち、潜在的には投資活動の中心になりうるさまざまな地点の中から特定の地点がどのように選択されるのか、という問題を考える必要がある。この問題は、複数均衡のモデルにおける均衡の選択問題として考えることが出来る。複数均衡の中から均衡が選択される方法として、「歴史」と「期待」とを挙げることが出来る。

(1) 歴史による選択

Krugman (1991b) に従って、2つの国、南と北で構成される世界を考え、財は2財、すなわち農産品・製造業製品を考える。農産品は規模に関して収穫一定の技術を用いて完全競争のもとで生産される均質財であり、製造業製品は規模に関して収穫逓増の技術を用いて「極めて多数」の企業によって生産される差別化された財である。Krugman (1991b) は、生産における固定費用（F）の存在が企業レベルでの規模の経済性をもたらす求心力であり、販売単位当たり輸送費用（t）の存在が遠心力となるという以下のようなモデルを構築している。まず、世界の全人口の60％が農民であり世界に均等に分布していると仮定する。一方、世界人口の40％が移動可能な工業労働者であるとする。ただし、全ての人々の消費者としての選好は同じであるとする。各企業は10単位の生産を行い、生産のうち6単位が農民、4単位が労働者に売られる。このとき、ある企業の費用マトリックスはその企業の立地選択に従って表6のように表すことが出来る。

表6　ある企業の費用マトリックス

	
	
	ある新規設立企業の直接投資立地選択



	
	
	南
	北

	他の既存企業の

直接投資立地選択


	南
	F+3t
	F+7t

	
	北
	F+7t
	F+3t

	
	
	
	

	
	
	
	


ここで、F=4、t=1であるケースを見てみよう。この場合、F+3t=7, F+7t=11であるので、他の企業が全て南に立地する場合には、新規設立企業にとって費用が最小となる最適な立地選択は南である。一方、他の企業が北に立地する場合には、この企業にとっての最適な立地選択は北である。この場合、ある企業にとって最適な立地選択は、そのほか大多数の既存企業の立地パターンに追随することにある。従って、初期時点において何らかの偶然や歴史的理由に従ってある程度の産業集積と工業化が見られた国において、集積の利益が生ずる。すなわち、歴史が南への集積を選んでいたとすれば、実際に南に産業の集積が起こり、北への集積があったとすれば実際に北への集積が起こるのである。

Krugman (1991a) は、ある地域が製造業の中心地域として突出するためには、輸送費用に比べて規模の経済性が大きいことに加え、製造業製品に対する人々の支出のシェアが大きいという需要の条件も必要であることを明らかにしている。これは、Hirschman(1958)の言う、前方連関効果と後方連関効果が中心・周辺パターンの形成において重要であることをモデルにしたものである。まず、より安い製造業財にアクセスしたいという工業部門労働者の要求は中心地域に向かっている。従って、企業はその需要を満たすために中心地域に立地するという効果が前方連関効果である。一方、他の企業の立地とかかる雇用者の需要によって与えられる中心地域のマーケットが、立地を通じて拡大され、その需要を満たすための他企業の生産が誘発されるという効果が後方連関効果である。このようにしてある企業の立地が相互に需要を提供し、市場を拡大することを通じて他企業の生産を拡大ならしめるという状況は、「金銭的外部性」を通じた各企業レベルでの「戦略的補完性」の存在を示唆している。

(2) 期待による選択

しかし、歴史だけが均衡を選択するのではない。歴史的に不利な初期条件に置かれていた地域が発展するというケースもありうる。
ここで、労働のみが生産要素であり、収穫逓増の技術が存在する経済での均衡を考えると、労働者が十分に集積した土地は規模の経済性を享受することができ、発展するのである。このような場合においては、人々が将来の賃金を考慮して移動し、「初期には荒涼たる地が発展し賃金が上昇する」という期待に基づいて移住すれば実際に労働者の移住そのものによってその地域が発展するのである。すなわち、「期待の自己成就（self-fulfilling expectation/prophecy）」に基づいて立地パターンが決まる可能性がある。

ここで、表4の南北間での立地選択のモデルを応用し、固定費用についてはF=4、輸送費用についてはt=1である、1つの既存企業と1つの新規企業が「同時に」南か北かどちらか一方の立地選択を行うという戦略的関係の2プレーヤー・2戦略のゲームを考えてみよう。ここで、両企業の売上は常に10であり、費用行列は表6で表されており、かつ両企業において同一であるとすると、このゲームの利得行列は表7で示されているような対称行列となる。

表7　立地選択のゲーム

	
	
	新規企業の立地選択

	
	
	南
	北

	既存企業の

立地選択
	
	
	

	
	南
	3,3
	-1,-1

	
	北
	-1,-1
	3,3

	
	
	
	


表7のゲームの純粋戦略でのナッシュ均衡は、（南,南）と（北,北）の立地の選択である。このようなゲームは、「調整ゲーム（Coordination　Game）」とばれるものである。直接投資立地パターンの決定は、調整ゲームにおける複数ナッシュ均衡の均衡選択の問題となる。
複数均衡を持つ調整ゲームにおける均衡選択は、しばしばプレーヤーの期待の問題とされており、表7のゲームにおいてどちらの国が直接投資をひきつけるかは、企業の期待に依存するとみることが出来る。従って、表5のゲームのナッシュ均衡は、それぞれ「期待の自己成就」によって達成されると解釈され得る。

4.　ボーモルの三角形と2つの世界観

　以上論じてきた2つの世界観のうちどちらがより妥当な現実性を持っているのであろうか？この点について異なる角度から検討してみるために、Baumol　(1986)によって描かれた「ボーモルの三角形（Baumol triangle）」をめぐる理論的・実証的研究として経済成長論を概観してみることにしよう。

　図2は、Summers and Heston (1991) データを用いて、横軸には、初期所得水準としての1960年の労働者1人あたりGDP
がとられており、縦軸には1960年から98年にかけての年平均経済成長率がとられている。図2の、三角形に分布するクロスカントリーデータの形状を初めて指摘したのが、Baumol (1986)であり、この分布図を「ボーモルの三角形」と呼ぶことが出来る。1960年の時点において最も高水準の労働者一人当たりGDPを達成していたのはアメリカ合衆国である。三角形の上部右下がりの辺に対応して分布している国家群は、初期の所得水準がアメリカ合衆国よりも低いものの長期経済成長率はアメリカ合衆国よりも高く、アメリカ合衆国やその他の先進国に「収斂（Convegence）」する国家群であったといえる。言い換えれば、何らかの「負のフィードバック機構」を通じてより低い初期発展段階にある国が先進国にキャッチアップし、これらの国々が同様の所得水準へ収束してゆくことを示している。一方、三角形の下部右下がりの辺に位置する国々は、初期の所得水準がアメリカ合衆国よりも低く、さらに長期経済成長率もアメリカ合衆国よりも低かった国家群であり、先進諸国から「発散（Divegence）」するグループであったといえる。これら国家群と先進国との初期時点での経済格差は「正のフィードバック機構」によって、時間を通じて拡大し、中心・周辺パターンが形成されることになる。

これら2つの国家グループが並存している状況は、戦後における世界各国の経済成長実績の分布は、2つの世界観それぞれに当てはまる2つの異なるメカニズムが現実に並存してきたことを示していると言える。

図2　ボーモルの三角形
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新古典派経済成長の理論と実証

　1980年代後半から目覚しい進展を見せた経済成長理論の実証研究は、ボーモル三角形、すなわち世界経済における収斂と発散の並存を如何にして説明するかということが1つの焦点となっていた。そこでは、まず Solow (1956) の新古典派的経済成長モデルの現実妥当性が問題とされた。

Solow (1956) の経済成長モデルから導出される重要な結論は大きく分けて3つある。第1の結論は、定常状態の経済成長率 (Y は「外生的（exogenous）」に与えられた技術進歩率gと人口成長率nの和になるということである。すなわち、






   (Y = g + n
である。従って、貯蓄率を増やすような経済政策は定常状態の長期的な経済成長率を変化させないため、Solowモデルには「成長効果（growth effect）」が存在しない。

第2の結論は、第1の結論とも関連することであるが、技術水準と人口で割った労働効率単位あたりの所得水準は定常状態では一定になるものの、その水準は貯蓄率や技術進歩率・人口成長率、生産関数のパラメタによって決定されることになる。従って、貯蓄増強政策は定常状態の労働効率単位あたり所得を上昇させ、経済政策の「レベル効果（level effect）」を持つ。

第3の結論は、Solowの基本方程式から示されることであるが、初期の所得水準が定常状態のそれより低かったとすると、経済が定常状態に収斂するプロセスにおける経済成長率は、

(1)




   (Y > g + n
となり、定常状態に近づくに従って、経済成長率も g+n に収斂するということである。言い換えれば、定常状態への「移行過程（transition process）」における経済成長率は、定常状態からの距離が遠いほどより高くなる。

　Mankiw, Romer, and Weil (1990)は、Summers-Hestonデータを用いることにより、これらSolowモデルのインプリケーションを忠実に検証している。まず、「レベル効果」については、1985年の世界各国経済が定常状態にあると仮定した上で、労働者一人当たり所得水準が、人的資本を追加的な生産要素とする「拡張されたSolowモデル」の予測をうまく説明するかどうかを検証している。その分析結果によれは、非産油途上国や先進国98ヶ国の労働者一人当たり所得分布の約80％が、物的資本・人的資本の貯蓄率や人口成長率などの、拡張されたSolowモデルの変数によって説明されるとしている。

さらに、Solowモデルの「移行過程」でのインプリケーションによれば、(Y - n > gとなるため、i国のt時点における経済成長率についての「条件付収斂（conditional convergence）」の回帰モデルとして、以下のようなものを考えている。

(2)
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ここで、yは労働者一人当たりGDP, y* は定常状態の一人当たりGDPを示しており、
uは確率的誤差項である。(2) 式右辺の ( は、Solowモデルの理論的結果からは非負の値をとるものであり、定常状態への収斂の速度を示すものである。このような実証研究によって明らかにされる世界経済の収斂をBarro and Sala-i-Martin (1992)は「条件付の ( 収斂 ((-convergence)」と呼んでいる。すなわち、各国の定常状態所得水準y*が異なるということを制御すると、それによって条件付けられたボウモルの三角形は右下がりの関係に書き換えられるというものである。Mankiw, Romer, and Weil (1990) の実証結果によると、推計された ( の値は0.398であり、統計的にも有意となっている。

ゴールトンの誤謬

しかしながら、世界の国々の所得格差が縮小してゆくことが厳密な意味での「収斂（convergence）」であることを考えると、国際的な所得の収斂とは、世界の所得分布の標準偏差である ( が小さくなる状況として理解することが出来る。これをBarro and Sala-i-Martin (1992) は、「( 収斂（(-convergence）」と呼んでいる。
ここで、( 収斂と ( 収斂はどのような関係にあるのであろうか？このような問題について、Quah (1993a) は ( 収斂の分析が「ゴールトンの誤謬 (Galton’s fallacy)」
と呼ばれる古典的な統計学上の問題を含んでいることを指摘し、大きな論争となった。
「ゴールトンの誤謬」を見るためにQuah (1993a) に従って、1960年と1998年のデータを用いた場合、( 収斂がなかったと仮定してみよう。すなわち、国際比較データを用いた対数所得の分散について、

(3)　
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が成立していると仮定する。このとき、Cauchy=Schwarzの不等式から、

(4)　
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が得られる。ここで、国際比較データを用いた回帰式を

(5)　
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とおくと、
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となる。従って、

(6)　
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であるので、
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 が得られる。
このことは、( 収斂が全く存在しない場合においても、( 係数は必ず非正であることを示している。言い換えれば、( 収斂は、所得格差の縮小を示す ( 収斂を必ずしも意味しないことになり、( の推計値は収斂についての情報を何も持たないことになってしまう。

　このような ( 係数推計上の根本的問題は、ボーモル三角形を回帰分析によって分析するアプローチよりは、世界所得分布の時系列変化を直接観察するという手法の優位性を示唆している。そこで、世界所得分布をノンパラメトリックなカーネル密度関数として推計してみたのが図5である。図５によると、世界所得分布は1960年には対数正規分布に近い形状をしていることが示されているが、1998年には明らかに2つのグループをもつ分布へと変化した。Quah (1993b) やJones (1997) はこれを、「ツイン・ピークス（twin peaks）」と呼んでいる。図3は、1960年（初期）のクラスター内でのわずかな初期条件の異なりや期待の調整が最終的に複数のクラスターを生み出すという、複数均衡の存在を示唆している。したがって、論理一貫したモデルの中で複数の均衡が生じうるモデルは、この様な現実のツイン・ピークス構造の出現を理解する上で非常に重要であると考えられる。

図3　ツイン・ピークス

1960年と1998年の世界における国別労働者1人当たり実質GDPの分布
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注）Epanechnikovカーネル関数を用いて計算されたノンパラメトリックなカーネル密度関数である。密度の評価点の数が50となるように階級幅を設定した。1960年・98年のデータそれぞれについて階級幅は、約2377と約6527である。

5.　タイプCの研究:　国際貿易と貧困

貧困問題に対する国際社会の取り組みは、1970年代においてすでに所得分配の研究やベーシック・ヒューマン・ニーズ（Basic Human Needs; BHN）論としてかなりの関心を集めていた [例えば絵所・山崎編(1998); Sawada (1996) を参照]。一方、1980年代に入ると、いわゆる中南米債務危機の影響などによって国際開発の関心は、マクロ経済政策のあり方へ大きくシフトすることになった。ところが、1990年代に入りマクロ安定化政策の社会的な負のインパクトが明らかになってくると、国際機関・援助コミュニティにおける発展途上国の貧困削減への関心の高まりが再び顕著となった。このことは、1990年度の世界銀行・世界開発報告（World Development Report; WDR）が貧困特集を組んだことにも象徴されている。90年代の動きとしてさらに重要な点は、実務レベルで貧困削減のためのさまざまな具体的な目標が設定され、それについての組織的な取り組みがなされるようになったことである。例えば、1996年には、OECDのDAC上級会合において、貧困や社会セクターに焦点を当てた「新開発報告」が採択され、2015年までに達成すべき具体的な貧困削減目標を含めた諸目標が設定された。同年、世銀・IMF総会において、重債務貧困国（Heavily Indebted Poor Countries; HIPCs）の債務削減についてのHIPCイニシャティブが採択さた。1999年1月における世銀による貧困解消を含めた包括開発枠組み（Comprehensive Development Framework; CDF）提唱と同年6月の世銀・ＩＭＦ総会において採択された貧困削減戦略書（Poverty Reduction Strategy Paper）と貧困削減・経済成長ファシリティ（Poverty Reduction and Growth Facility; PRGF）などの新しい枠組みは、HIPC指定・IDAの融資判断に貧困削減目標を明示的に考慮する枠組みを要求するものであり、拡大HIPCイニシャティブと呼ばれている。2000年に世銀は再び世界開発報告において貧困特集を組み、1990年代の世界における貧困動向を多角的な視点から評価し、貧困削減のための課題の識別を試みた。さらに、2000年9月の国連総会において、極度の貧困と飢餓の撲滅、男女の差の無い初等教育の完全普及、ジェンダーの平等や女性のエンパワーメントの達成、乳幼児死亡率の削減、妊産婦の健康状態の改善、HIV/エイズ、マラリアなどの疾病の蔓延防止、持続可能な環境作り、グローバルなパートナーシップの構築などの達成目標である「ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals; MDG）」が採択され、より広い視点から世界の貧困削減を目指してゆくということは国際社会の公式コンセンサスとなったといっても過言ではない。

このような国際社会における貧困問題への関心の高まりと具体的な取り組みは、経済学界における貧困分析への関心の高まりと期を一にしている。1990年代には、アメリカの大学に所属する学者達や世界銀行開発調査局を中心として主に貧困削減・教育・医療などの社会セクターの問題を実証的に研究するミクロ開発計量経済学 (Development Micro-Econometrics) という分野が形成されてきた [Deaton (1997); 黒崎(2001)]。この背景としては、第1に、世界銀行の組織的な多目的家計調査であるLiving Standard Measurement Studies (LSMS) に代表されるように、貧困問題を精緻に分析するためのミクロデータの整備とその個票データへのアクセスが目覚しく改善されたことが指摘できる [Grosh and Glewwe (1996;1998;2000)].  このことは、ミクロ計量経済学の理論的進展と安価なコンピュータの登場による計算速度の進化とあいまって発展途上国の貧困問題についての計量経済学的実証研究を飛躍的に発展させた。第2に大きな流れとしては、ミクロ経済学におけるゲーム理論や契約理論の理論的な発展を受けて、開発経済学においても新古典派経済学的な市場を軸とした研究から、制度・組織あるいは教育・医療の問題など社会セクターに関する非市場的な諸問題を明示的に分析する研究へと議論の重心が変化してきたことが挙げられる。
貧困とは何か？

　貧困を正しく定義することは貧困問題を分析するための大前提である。貧困の定義方法には、大きく分けて3つの異なるアプローチがあると考えられる [Baulch (1996)]。第1に、客観的な定義を用いて貧困を分析するものである。このアプローチでは、貧困状態を所得もしくは消費が適切に設定された貧困ラインを下回る状態として定義している。また、この定義に関連して、リスクや脆弱性（vulnerability）などの新しい視点を導入しようとする動きもある。
第2の定義は、貧困とは多元的な現象であるという考え方に基づいている。このアプローチでは、教育指標・健康状態・栄養指標などを含む複合的な指標で生活水準が低い状態としての貧困状態を定義する。UNDPが作成する人間開発指標（Human Development Index; HDI）がこのアプローチの代表的なものである。第3の考え方は、差別・虚脱感など主観的なものを含むきわめて広い意味での貧困である。以下においては、主として経済学的なアプローチとの整合性と客観的な評価の可能性という2つの理由から第1の所得・消費貧困指標を用いて議論を進める [Lipton and Ravallion (1995)]。

所得・消費貧困に関する静学的理論と国際貿易

しばしば貧困の数量的把握に用いられる指標は、「貧困人口比率（Head count ratio）」、すなわち貧困線以下の人口比率である。貧困人口比率は、1国の所得あるいは消費Cの分布関数　f(C)を前提として、貧困線z以下の分布関数の面積で示される。ここで留意しておくべき点が2つある。それはまず第1に、貧困人口比率とは定義により所得・消費貧困指標であり、第2に、この指標が静学的な指標であるということである。

世界銀行は、$1/日（現在、正確には$1.08/日）を貧困線として用いた場合の比較可能な貧困人口比率を世界各国について計算している（表1）。この貧困線の根拠は、低所得国政府がそれぞれ独自に定義し、用いている貧困線（購買力平価レートによるドル換算値）の代表値であることにある [Chen and Ravallion (2000)]。

表8によると、サブサハラアフリカにおいておいて貧困人口比率が最も高く、貧困人口の絶対数で見ると南アジアが最大となっている。さらに、これら2地域に加えて中南米諸国においては、貧困人口比率の大きな低下は見られず、貧困人口の絶対数は増加している。例えば、南アジアにおいて貧困人口比率は10年間に約5%ほど低下したが、人口増加率が貧困人口比率の低下率を上回り、結果として10%以上の貧困人口増加となってしまった。その結果、世界の貧困人口の約40%が南アジアに集中している。
表 8. 地域別貧困人口

(貧困線 Z = $1.08/日,1993年購買力平価換算)

	
	貧困人口比率

（経済開放度;%）


	
	貧困人口

(百万人)

	
	1990
	1998
	
	1990
	1998

	
	
	
	
	
	

	アジア太平洋


	27.6


	15.3

（38.3）
	
	452.45
	278.32

	東ヨーロッパ・

中央アジア
	1.6


	5.1

（16.9）
	
	7.14
	23.98

	ラテンアメリカ・

カリブ海諸国
	16.8


	15.57

（10.5）
	
	73.76
	78.16

	中東・北アフリカ


	9.28


	7.32

（7.9）
	
	21.99
	20.85

	南アジア


	44.0


	40.0

（9.7）
	
	495.11
	522.00

	サブサハラアフリカ


	47.7


	46.3

（14.4）
	
	242.31
	290.87

	世界全体
	29.3


	24.3


	
	1292.74
	1214.18

	
	
	
	
	
	


（出所）筆者作成

（データ出所） “Global Poverty Monitoring” of the World Bank　(http://www.worldbank.org/research/povmonitor/index.htm)

（注）経済開放度とは、財・サービス輸出入合計をGNPで除したものである。

最近では、経済成長と貧困削減の関係を計量的に分析したDollar and Kraay (2000), Ravallion (2001) などの分析が注目されている。これらの研究は、経済成長と貧困削減との有意な正の相関関係を見出している。また、表8から示唆されることは、東アジアと南アジアを比較すると分かるように、経済開放度と貧困削減の速度には正の相関関係があると見られることである。また、前出のような国際貿易・国際資本移動と経済成長率との正の相関関係をあわせて論ずれば、経済のグローバル化は経済成長を高め、それによって貧困削減に寄与するという論理が棄却できないことになる。Dollar and Kraay (2001) はこのような考え方を明確に主張している。

ケーススタディー

  シリコンバレーにおけるインド系コンピュータ技術者の躍進、その背景ともなっているバンガロールやムンバイのソフトウェア産業のブームが話題となって久しいが、インドのソフトウェア産業は90年代において年率50％もの速度で成長しており、インドのソフトウェア産業輸出額は現在年40億ドルにのぼるとする推計がある。他方、同じくインドを含めた南アジア全体における貧困状況は悪化している。世界銀行の2000/2001世界開発報告「貧困への挑戦」は、過去10年間にわたる世界の貧困状況に関する膨大な調査研究の結果をまとめたものであるが、東アジア諸国においては、通貨危機にさらされたにもかかわらず貧困線（1日1ドル）以下の生活水準にある貧困人口が1987年から1998年にわたり約1.4億人減少した一方、南アジア地域においては5000万人もの貧困人口が増加したとされている。その結果、世界の貧困人口のうち43.5％もの人々が現在の南アジア地域に集中しており、インドにおける貧困人口比率は44.2％にものぼっている。インドにおける、IT主導型輸出成長と絶望的な貧困問題の深刻化との共存をどう捉えればよいのであろうか？

  ここでは、Eswaren and Kotwal (1993)のモデルを応用してこの問いに答えてみよう[澤田(2001)]。彼らのモデルの世界には2種類の財、すなわち(G)土地と労働で生産される農産物（食糧など必需財）、(T)労働のみで生産される工業品がある。消費者は段階的嗜好を持っており、(G)((T)の順に消費を行ってゆく。つまり、人々は農産物消費が満たされて初めて工業品を消費するということである。経済には、生産手段として労働と土地を所有する地主と労働のみを所有する労働者とが存在すると考えている。典型的な途上国では、地主は農産物と工業品を同時に消費する一方、工業品はおろか農産物も十分に消費できない労働者達は、貧困線以下での生活を強いられる貧困層となる。以上の設定のもとでEswaren and Kotwal (1993)は、以上の設定のもとで、「開放経済において、途上国の工業生産性向上は貧困削減に寄与し得る」ことを厳密に論証している。

  例えば、先進国と「典型的ケース」が当てはまる途上国との間で国際貿易が行われる場合を考える。途上国の工業生産性が上昇すると、途上国は工業品輸出を拡大することができ、国内での農業から工業への労働移動が誘発される。従って、途上国における農業労働の限界生産性が上昇し、途上国貧困労働者の均衡賃金が上昇することになる。一方、逆に先進国での工業生産性の速度が速いと、19世紀のインドで見られたような一次産品輸出ブーム下での窮乏化がおきると考えられる。

  以上の結論を通じた一つの重要なメカニズムは、何らかの経済的変化が農業から工業への労働移動を誘発するのかという点である。もしもこのような農工間労働移動が可能となれば、土地制約に縛られた農業部門での労働限界生産力が上昇する効果を持ち、均衡賃金が上昇し貧困が削減されることになる。

  このモデルに従って、1990年代のインドにおけるコンピュータ・ソフトウェア産業による輸出成長の貧困削減効果をどのように評価できるのであろうか。大雑把ではあるが、このような評価は、ソフトウェア産業が、(1)インドの工業部門生産性を成長させ、輸出に貢献しているか、(2)農業部門から労働者をひきつける吸引力となっているか、(3)実際の貧困人口が低下したかどうか、というような点を検証することによって成し得る。ここでは、簡単にこれら諸点を検証してみよう。まず、(1)の点については、1990年代においてソフトウェア産業は年率約50％もの速度で成長したものの、その多くはコード化・メインテナンスなど付加価値の低いプログラミング技術の提供であったことが指摘されている [Saxenian (1999), p.66]。また、1998年の段階でハイテク関係輸出はインドの全製造業輸出のわずか5％を占めているに過ぎない。従って、IT革命がインドの工業生産性の上昇を担っているとは言い難いかもしれない。(2)の点については、オン・サイトの“body-shopping”（プログラマーが例えば米国の顧客先へ出かけサービスを提供すること）と呼ばれる形態がインドにおけるソフトウェア産業の全輸出の半分以上を占めているとの推計がある。農業労働者が直ちにそのような形態の労働者に転換できるとは考えにくい。事実、シリコンバレーで活躍するインド系技術者の典型例はインド工科大学あるいはアメリカの大学（院）の卒業生であり、文盲率が50％以上であるインドにおいてそのような高等教育を受けることができるのは極めて限られた人々のみである。(3)については、冒頭に述べたように、インドにおいて貧困人口が低下しているとは考えにくい。従って、インドにおけるソフトウェア産業の現状を見ると、理論的メカニズムが働いていない可能性がある。すなわち、現在におけるインドのIT産業成長は、開放経済での先進国との相対的工業生産性の改善には寄与しておらず、貧困解消にはあまり役立っていないとの結論を得ることができるかもしれない。

6.　タイプDの研究:　国際資本移動と貧困

既に述べたように、1980年代に導入された一連の市場自由化政策・マクロ安定化政策の社会的な負のインパクトは国際機関・援助コミュニティの実務レベルにおいて認識されるようになったが [絵所・山崎編 (1998)]、1990年代の通貨危機、とりわけアジア通貨危機におけるIMFプログラムの社会的な負のインパクトは大きな関心を集めるところとなった。表9によると、通貨危機は全ての国において、大幅な貧困人口比率と失業率の上昇をもたらしたということができる。

表9

アジア通貨危機の社会的インパクト

	
	貧困人口比率（%）
	失業率（％）

	
	1996
	1998
	1996
	1998

	韓国
	9.6
	19.2
	2.0
	6.8

	タイ
	11.4
	12.9
	1.8
	4.5

	インドネシア
	11.3
	16.7
	4.9
	5.5

	マレーシア


	8.2
	
	2.5
	3.2


（データ）世界銀行

　とりわけ、IMFプログラムがもたらした負の効果は広く指摘されるところとなった。例えば、インドネシアのケースでは、97年10月31日にIMFとの合意がなされ、97年11月5日
理事会決定が行われた。プログラムの骨子は、緊縮的金融金融政策であり、とりわけ16の銀行閉鎖の決定は、大口預金者に対して預金の全額払い戻を保証するものではなく、銀行取付騒ぎや資本逃避を誘発した。その結果、ルピア暴落は加速した。これを受け、98年1月15日に50項目にも及ぶ構造改革を含む新たな合意がなされたが、これはさらなるインフレを加速させ、家計の実質所得を有意に低下させるものとなった。従って、IMFプログラムの合意・発表が、通貨下落に歯止めをかけたというよりはむしろ、危機を増幅させたと見られる

通貨危機の社会インパクトを分析するためには、家計あるいは企業のミクロレベルでの詳細な情報が必要となる。一般に、通貨危機の前後においてそのような情報を組織的に収集したデータはほとんど見られない。例外として、Frankenberg, Thomas, and Beegle (1999)らびRand研究所によって集められたインドネシア家計のパネルデータ、Chigago大学の Robert Townsendによって収集されたタイのミクロデータがあるが、ここではKang and Sawada (2002)らが行った分析に基づき、韓国を例に取り、通貨危機の社会的インパクトについてより詳しく見てみることにしよう。

動学的貧困問題

以上のような貧困人口比率を用いた伝統的な議論は、時間的変化を考慮しない「静学的 (static) 」概念に基づいてきた。しかしながら、現実の貧困問題を最近の新しい経済学（ミクロ的基礎付けのあるマクロ経済学）の立場からやや抽象化していうと、「変動する所得と安定的な消費（とりわけ食糧消費）とを如何に調和させるか」という問題として言い換えることができる（図4）。このような貧困問題の見方には時間が基本的な変数として含まれており、従って時間を通じた「動学的な (dynamic)」分析が不可欠となる。

図4
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慢性的貧困と一時的貧困

以上のような貧困問題の新しい見方に基づき、貧困についての近年の実証研究は、二つの動学的な貧困概念、すなわち慢性的貧困 (chronic poverty) と一時的貧困 (transient poverty)との区分の重要性を指摘している。「慢性的貧困」とは、家計の生活水準が恒常的に貧困線を下回っている状態として定義される。一方、「一時的貧困」とは家計の平均的な生活水準は貧困線を上回っているものの、短期的に貧困線を下回っている、あるいは将来下回る可能性が高い状態を指す。

　より厳密にいうと、一時的貧困には2つのケースがある。第一に、現在の生活水準は貧困線以上であるが、将来貧困に陥る可能性が高いグループのケースであり、第二に、現在は困難な生活状況にあるが、平均的にはあるいは将来的には貧困から脱却できるというグループケースである。

　前者は、事後的な (ex post) 貧困には現在直面していないが事前的な (ex ante) 貧困に直面する、脆弱層 (vulnerable group) と呼ばれるグループである。
　脆弱層は、将来のリスク、とりわけ貧困に陥る下方リスクを削減するためのリスク管理戦略 (risk management strategies) を必要としている。厳密に言えば、リスク管理戦略とは、事前的に所得の変動を平準化するような家計行動、すなわち「所得平準化行動」のことを指すが、ここでは、生活水準が貧困線を下回る確率を低下させる戦略のこととしてとらえよう。そのようなリスク管理戦略には、農民にとっての、作物多様化・灌漑用水の柔軟な利用、殺虫剤や除草剤・肥料の使用、分益小作制の採用等があげられる。また、商工業者が血縁・地縁・民族的ネットワークを通じた長期的な商取引関係を結ぶこともリスク管理戦略として重要である。

　一方、後者のグループに属している家計は、将来貧困状態に陥る可能性、すなわち事前的な (ex ante) 貧困のリスクは低いものの、現在事後的な (ex post) 貧困状態に直面しており、リスク対処戦略(risk coping strategies) を必要としている。リスク対処戦略とは所得変動を所与のものとして、消費変動を削減させるような戦略、すなわち貧困状態の発生を「事後的」に回避するような戦略の集合として定義されるものである。家計は平均的生活水準が貧困線を上回っていても、予期せぬ事後的な所得の低下に直面する。そのような事後的なショックの例として、例えばハリケーンや台風、洪水、火災や深刻な旱魃のような自然の災害による家畜・作物の破壊、商店や工場の盗難、投入財の調達や製造業生産活動の計画遅延、世帯主とその家族の事故・病気や死亡といったものがあげられる。リスク対処戦略とは、そのような事後的な貧困状態を回避するための様々な方策のことを指している。

　発展途上国の家計データを分析した研究によると、リスク対処戦略には以下のようなものがある [澤田(2000)]。第一に、消費支出を削減することによって事後的なリスクに対処する方法である [Frankenberg, Thomas, and Beegle (1999)]。第二に重要なリスク対処戦略は、資金借入である [Glewwe and Hall (1998)]。三番目の方法としては、負の所得リスクが生じた場合に自己の所有する実物資産、例えば家畜や土地の一部を売却することや公式・非公式の貯蓄（予備的貯蓄; Precautionary Saving) を取り崩すことがあげられる [Fachamps, Udry, and Czukas (1998)]。物的・金融的資産を用いてリスクに対処するという第三の方法に対して、第四の方法は人的資産を用いるという方法である。予期せぬ事態が生じた場合、世帯主が一時的に労働市場へ参加することや家族構成員が労働所得を追加的に得ることによってそのリスクに対処する事ができる[Walker and Ryan (1990; pp.87-88), Sawada and Lokshin (2001)]。最後の方法は、地縁・血縁関係による互恵的な枠組みに基づいた家族・親戚・友人などからの送金によってリスクに対処するという方法である [黒崎・澤田(1999); Townsend (1994)]。

通貨危機の社会的インパクト：　韓国のケース

　表9に表されているように、通貨危機下の韓国においては貧困人口比率がほぼ2倍となり、失業率は3倍に増加した。このような通貨危機は韓国の家計にどのような影響を与え、家計はどのように対処したのであろうか。ここでは、Korean Panel Household Survey のデータを用いることにより、家計消費支出や所得の内訳を見てみることにしよう。

　まず、家計の総所得は1998年において約24%低下した事がわかる。一方、負債残高は平均して27.5%上昇しており、家計の負担が増えていることを示唆している。一方、資産売却額には目立った上昇はなく、地価・株価など資産価値が低下している状況で家計が資産売却によって負の所得ショックに対処しなかったことを示唆している。

　一方、消費支出については、食糧消費、教育・医療費がそれぞれ11.8%・12.6%の低下にとどまった一方、娯楽費・耐久消費財支出など奢侈財への支出は平均して64%の削減となっていることが分かる。従って、韓国の家計は負の所得ショックに対して消費支出の配分を変化させることで対処したことが分かる。さらに、必需財の支出という観点から家計の厚生水準を計測した場合には、通貨危機が動学的な貧困に与えた影響はそれほど大きくなかったといえるかもしれない。

　しかしながら、Kang and Sawada (2001) の推計によれば、家計が借り入れ制約に直面する確率は有意に高まっている（図5）。通貨危機に伴う金融危機が家計レベルでの「貸し渋り」となって現れていることを示している。このことは、「双子の危機」の発生がライフサイクルの効用に対して深刻な負の動学的貧困の影響をもたらすことを示している。

7.　おわりに

  本稿においては、「グローバリゼーションと貧困」の関係について、既存研究を4つに分類した上で議論を行った。

  第1に、　国際貿易が経済成長に与える正の効果については、すで多くの実証的支持が得らている。とはいうものの、「窮乏化成長」、あるいは「（新しい）輸出ペシミズム」とよばれる輸出悲観主義、収穫逓増の技術の存在は、経済成長が国際貿易を通じてかえって厚生を低めたり、国際貿易が不均等発展をもたらす可能性を示している。戦後後世界経済における「収収斂と発散」の共存や「ツインピークス」の存在は、国際貿易・国際資本移動を通じた成長・キャッチアップのパターンと、不均等発展のパターンが併存してきたことを示しているのかもしれない。

  第2に、国際資本移動、すなわちポートフォリオ投資・直接投資と経済成長と経済成長の関係については、外国為替のブラックマーケットプレミアムを用いた研究から、正の相関関係が示唆されている。さらに、直接投資が経済成長率を高めるという研究も多い。しかしながら、アジア通貨危機以降、ポートフォリオ投資と経済成長率との関係については、ややネガティブな見解が広く見られる。一般化して言えば、国際的な資本移動の拡大は、ある国家の平均的な成長率を高めると同時に成長率の分散も高めるということができるのかもしれない。

第3に、国際貿易と貧困削減の関係については、経済成長と貧困削減の関係に関する既存のクロスカントリーの実証研究をまとめて論ずることができる。これらの既存研究によれば、経済のグローバル化は経済成長を高め、それによって貧困削減に寄与するという論理が棄却できない。しかしながら、インドなど、このようなパターンには当てはまらない国家の個別性を踏まえておくことも重要である。

  第4に、国際資本移動と貧困の関係については、韓国を例に取り、家計パネルデータを用いた通貨危機の社会的インパクトの分析結果についてまとめた。韓国の家計は負の所得ショックに対して消費支出の配分を変化させることで対処しており、必需財の支出という観点から家計の厚生水準を計測した場合には、通貨危機が動学的な必需財への支出を低めたという意味での貧困に与えた影響はそれほど大きくなかったといえるかもしれない。　しかしながら、通貨危機に伴う金融危機が家計レベルでの「貸し渋り」となって現れており、「双子の危機」の発生がライフサイクルの効用に対して深刻な負の動学的貧困の影響をもたしたことが示唆される。
表10　韓国家計パネルデータの記述統計

(In 1995 10,000 Korean Won)

	
	Year
	1996-97
	1997-98

	
	Variable
	Mean

(Std. Dev)
	Mean

(Std. Dev)

	Basic Household Characteristics
	
	
	

	Age of household head
	age
	48.71

(13.71)
	49.67

(13.75)

	Dummy=1 if the head is unemployed,

student, or retired, etc.


	other
	0.18
	0.23

	Income, Expenditure, Assets and Debt
	
	
	

	Non-durable Expenditure (food,

Clothes, education, health, and fuel)
	nondu_c
	791.52

(530.76)
	647.32

(463.02)

	     Food expenditure
	food
	351.54

(216.26)
	297.99

(177.63)

	     Education & medical expenditure
	ed_me
	304.17

(371.30)
	242.21

(336.21)

	Luxury goods expenditure (cultural activities, entertainment, dining out and durable goods)


	luxury
	147.25

(333.75)
	53.98

(86.36)

	Total income
	t_income
	2861.23

(3029.38)
	2167.79

(2340.89)

	     Wage income or earnings from 

     Works
	wage_inc
	2064.81

(1734.66)
	1523.41

(1264.16)

	     Private transfers received
	tr_priv
	51.38

(214.14)
	54.90

(209.45)

	     Public transfers received 
	tr_pub
	19.18

(116.35)
	20.99

(134.08)

	Sales of assets (land, real estate, Securities, and 

withdrawal of time deposit) 
	sales
	195.01

(1305.44)
	203.62

(1089.94)

	Total asset (saving account, share,

Bond, insurance, loan club)
	asset
	7681.19

(9403.04)
	7533.37

(11895.05)

	Number of cars owned
	n_cars
	0.44

(0.54)
	0.43

(0.53)

	Outstanding debt (formal banks, non-formal banks, and personal)


	debt
	842.02

(2177.78)
	1074.34

(5252.27)

	Number of households 


	
	2629
	2375


図5　資金制約に直面する確率の分布関数

（ノンパラメトリックなカーネル密度関数）
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発散











� DRCはERPと類似した概念であるが、それは貿易政策を通じてどの程度外貨を節約（浪費）することができるのかという国内資源の費用を示す指標である。生産要素市場が完全に競争的であるとすれば　ERP=DRC-1　という関係が成立する[Meier (1989,p399)]。


� 「ラーナーの対称性定理」とは、同率の輸入関税と輸出税による相対価格変化は同じとなるので、資源配分に対する効果も同じとなる、というものである。自国の輸入財価格・輸出財価格をそれぞれPX, PM とし、外国の輸入財価格・輸出財価格をそれぞれPX*, PM*とする。ここで、輸入関税率tが賦課された場合、輸入財価格・輸出財価格それぞれについてPM=PM*(1+t), PX=PX*が成り立つため、国内相対価格は、PX/PM=PX*/[PM*(1+t)] となる。一方、輸出税率tが賦課された場合には、PM=PM*, (1＋t)PX=PX*が成立するため、国内相対価格はPX/PM=PX*/[PM*(1+t)]となる。従って、ラーナーの対称性定理が成立することがわかる。


� また、Ronald McKinnon らによる「金融抑圧 (financial repression)」の議論は、輸入代替工業化政策に伴う低金利政策が効率的な投資のクラウドアウトと非効率な投資活動の残存をもたらし経済成長率を低めているということを指摘した[McKinnon (1973)]。この議論は、政策によって歪められた金融市場を自由化することによって経済成長率が高まることを東アジアの経験から示し、IMFの政策に大きな影響を与えた。ただし、日本の経済発展においては、低金利政策の果たした役割が積極的に評価されている [南・牧野(2001), pp.257-258]。また、World Bank (1993) では、実質利子率を正に保つという意味でのマイルドな金融抑圧が東アジアの経済発展に寄与したとしており、やや踏み込んだ見解を示している。


� 内生的経済成長理論に関する展望論文や教科書はすでに数多く存在するのでここでは深くは立ち入らない。詳しくは、柴田 (1993), Barro and Sala-i-Martin (1995), 入門としては Jones (1998) を参照されたい。


� World Bank (1983)では、価格歪み指数と経済成長率との負の相関関係が提示されており、1970年代において価格の歪みが小さかった開発途上国の年平均経済成長率は約7％で平均より2ポイント高かったのに対し、価格の歪みが大きい国の成長率は約3％であり平均より2ポイント低かったことが明らかにされている。


� HPAEsとは、日本、香港、韓国、シンガポール、台湾、インドネシア、マレーシア、タイの8カ国・地域である。


�　後に理論・実証研究上の膨大な批判がなされてきたにもかかわらず、「プレッビシュ・シンガー命題」は一方において「従属論」の起源となり、大きな流れを形成した。


� David (1985) や Krugman (1994) はこのような世界観に基づいた理論をQWERTY経済学と呼んでいる。


� Indicative planning については、Journal of Comparative Economics December 1990号が特集を組んでいる。


� 本節以下の議論は澤田(2002)を加筆・修正したものである。


�特に、Alfred Marshall は、集積の利益の要因として以下の3つを挙げた。第1の要因は、連関効果の存在である。既に生産者の集中した場所は、生産者や労働者の需要が大規模に存在するために大市場となりやすく（前方連関効果）、また既存の生産者による原材料や消費財の優れた供給地点となりやすい（後方連関効果）。このような空間的な連関効果の例として、豊田市における下請けネットワークの強い前方・後方連関効果を上げることができる。例えば、Sawada (1994b) は、豊田市における自動車生産の集積の利益は、生産ネットワークの集積がカンバン方式の採用による在庫費用の最小化を可能とすることから生まれるということをモデルにしている。集積の利益の第2は、労働市場のプーリングである。すなわち、企業の集積した場所では、熟練労働者がプールされた労働市場を生み出す。労働市場のプーリングがあれば、生産者にとっては、労働不足に陥るリスクが少なく、労働者にとっては失業に陥るリスクが少ない。従って、両者にとって有利となる。集積の利益の第3は、知識のスピルオーバーである。企業が集積した場所では、個人レベルでのインフォーマルな知識の交換が行われやすい。


� 例えば、他の企業が全て北に立地していた場合、世界人口の70％（農民30％+工業労働者約40％）が北に存在し、南には農民30％のみが存在する。もしある企業が南で操業した場合、固定費用Fと人口の70％の人々に出荷される7単位分の輸送費用7tとが生産に必要になる。他の生産費用についても同様に計算される。


� ここでの設定においては中間財の生産は考慮されておらず、この意味においては Hirschman (1958) のオリジナルな連関効果のアイデアとはかなり異なる。しかしながら、中心・周辺パターンを生み出す諸要素を連関効果になぞらえて明示的にモデル化し、中心・周辺パターンが維持される場合には、「複数均衡」があることを示した上で、現実の均衡の選択に取って重要なのは初期条件であることを明確に示した点は重要である。


�例えば、アメリカ合衆国のカリフォルニア州の発展などはそのようなケースに相当するかもしれない。


� 例えば、両企業が南を選んだ場合の新規企業の利得は、売上-費用=10-(4+3)=3となる。


�　調整ゲームとは、ゲームのプレーヤーが同じ（純粋）戦略をとるという組合せが（複数の）ナッシュ均衡となるゲームのことを言う。しかしながら、このゲームには、プレーヤーの間でゲームに関する正確な情報が等しく共有されているという仮定が入っている。Morris and Shin (2000) は、このような、いわゆる「コモン・ノレッジ（common knowledge）」の仮定を緩めると、複数均衡が消滅し単一の均衡になることを厳密に論証しており、重要である。


� Rosenstein-Rodan (1943) はその古典的研究において、金銭的外部性の存在を通じて、経済が近代化しない「低い均衡状態」と、経済が工業化する「高い均衡状態」の2つの均衡があるというランク付けされた複数均衡の議論を展開した。彼は、民間企業家の将来利潤についての期待が投資にとって重要であるとしており、均衡の選択における「期待の自己成就」の可能性について触れている。しかし、実際には市場についての情報やリスク負担能力の面において民間企業家よりも政府の方が優れているとして、「高い均衡」が選ばれるための大規模な経済計画としての「ビッグ・プッシュ（Big Push）」を主張した。この議論をパレートの意味でランク付けられた複数ナッシュ均衡の調整ゲームとして定式化したのが、Murphy, Shleifer, and Vishny (1989) である（以下、「MSVモデル」と表記する）。MSVは、生産要素が労働のみの世界において、収穫一定での生産活動を行う伝統部門と、収穫逓増の技術のもとで差別化された財の生産を行う多数の独占企業から構成される近代部門との一般均衡モデルを構築している。MSVモデルは、収穫逓増の技術と弾力的な労働供給があると、不完全競争の市場構造のもとで生み出された金銭的外部性を通じて、経済が農業部門のみで構成される「低い均衡」と全ての企業が工業化する「高い均衡」との複数のナッシュ均衡が存在することを示している。


� 本節の議論は澤田(2002)を加筆・修正したものである。


� ここでは、Jones (1998)に従って、労働者一人当たりGDPを経済発展の指標として用いている。これは、GDPには、インフォーマル部門の生産が含まれていないと考えられることから、人口一人当たりGDPが経済発展の程度を過小評価する恐れがあるためである。経済全体において、ある程度の賃金の裁定が働いているとすれば、フォーマル部門を対象として計算される「労働者一人当たりGDP」は、代表性を持つ指標ということになる。


� (12)式は、Solowの基本方程式や、Ramseyモデルの異時点間予算制約式と消費オイラー方程式の体系を定常状態の周りで対数線形近似することによっても厳密に導出することが出来る [Barro and Sala-i-Martin (1995), Appendix 2A]。


� 実際の推計においては、Solowモデルの結果からy*は人的資本や物的資本の貯蓄率・技術進歩率・人口増加率・資本減耗率などの代理変数に置き換えられる。


� より厳密には、一人当たり所得の対数値の標準偏差が縮小することを(収斂と呼んでいる。


� 「ゴールトンの誤謬」は、19世紀末に英国における身長の分布を研究し、統計学にはじめて回帰や相関の概念を持ち込んだ統計学者 Francis Galton の名にちなんで付けられたものである。彼は、身長の高い父親の息子はより低い身長を持ち、身長の低い父親の息子はより高い身長を持つという傾向を発見し、「平均値に対する回帰」の問題があることを発見した。ここで、Barro and Sala-i-Martin (1995), p.32 の例に従って、「ゴールトンの誤謬」を直観的に見てみるために、野球リーグの順位の分布を考える。リーグを構成する野球チームの数が変わらないとすれば、設定により順位の分布は一定である。従って、(-covergenceは存在しない。一方、最下位のチームは順位が下落することがありえず平均して上昇する傾向があり、最上位のチームは順位が上昇することがありえず平均して下落する傾向があるため、初期の順位と順位の変化の間には (-convercenge が見られることになる。


� 収斂をめぐる論争のまとめは、Economic Journalの1996年7月号の特集などに見ることができる。


� (12)式と比較すると分かるように、(16)式に国別の異なる定常状態一人当たり所得を説明する変数を追加的な説明変数として加え、推計される(の変数が「条件付の(」である。


� Azariadis and Drazen (1990) は、threshold externality があることで、物的資本や知識ストックなどの状態変数の水準によって複数の定常状態、すなわち複数均衡が生み出されるモデルを構築している。この場合、異なるグループに属する国々がそれぞれのグループの定常状態に収斂するという “convergence clubs” が出現する。


� 例えばLipton and Ravallion (1995)や黒崎(2002)参照。


� このような脆弱層の定義はChaudhri (2001)によって厳密に行われている。
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